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記載例３〔変更通知書〕


企業内容等の開示に関する内閣府令
第一号様式

【表紙】


【提出書類】			変更通知書

【根拠条文】			企業内容等の開示に関する内閣府令第５条

【提出先】			関東財務局長

【提出日】			○○年○○月○○日

【会社名】			○○○○株式会社

【代表者の役職氏名】		代表取締役社長　○○○○

【本店の所在の場所】		埼玉県さいたま市中央区新都心○－○

【電話番号】			○○○－○○○－○○○○

【事務連絡者氏名】		○○○○

【最寄りの連絡場所】		東京都千代田区霞ヶ関○－○

【電話番号】			○○－○○○○－○○○○

【事務連絡者氏名】		○○○○
 

【変更理由】
○○年○○月○○日に取締役会で決議した新株の発行について、○○年○○月○△日の取締役決議において発行数及び割当先を変更したため。
なお、変更箇所は　　　で示している。

【変更内容】
（変更前）
１［新規発行（売出）有価証券］
	銘　柄
	種類
	発　　行
（売出）数
	発行(売出)
価額の総額
	資本組入額
の総額

	○○○○株式会社株式
	普通株式
	3,000株
	円
30,000,000
	円
15,000,000


（注）○○年○○月○○日取締役会決議
２～４　（略）


（変更後）
１［新規発行（売出）有価証券］
	銘　柄
	種類
	発　　行
（売出）数
	発行(売出)
価額の総額
	資本組入額
の総額

	○○○○株式会社株式
	普通株式
	2,000株
	円
20,000,000
	円
10,000,000


（注）○○年○○月○○日及び○○月○△日取締役会決議
２～４　（略）


